
不正競争防止法による保全手続等に関する規則（原文は縦書き） 

 

平成二十七年十月二十八日最高裁判所規則第十号 

 

不正競争防止法による保全手続等に関する規則を次のように定める。 

 

不正競争防止法による保全手続等に関する規則 

 

（趣旨） 

第一条 不正競争防止法（平成五年法律第四十七号。以下この条及び次条において「法」と

いう。）による被告人以外の者の財産等の没収に関する手続並びに没収保全及び追徴保全

に関する手続については、法に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

 

（刑事事件における第三者所有物の没収手続に関する規則の準用） 

第二条 法第三十二条第一項及び第二項の没収に関する手続については、刑事事件におけ

る第三者所有物の没収手続に関する規則（昭和三十八年最高裁判所規則第八号）の規定を

準用する。 

 

（没収保全の請求の方式） 

第三条 没収保全の請求については、犯罪収益に係る保全手続等に関する規則（平成十一

年最高裁判所規則第十号。以下「犯罪収益保全規則」という。）第三条の規定を準用する。こ

の場合において、同条第一項第五号及び第二項中「法第二十二条第一項」とあるのは「不正

競争防止法第三十五条第一項」と、同条第一項第六号中「法第二十三条第一項」とあるのは

「不正競争防止法第三十五条第三項」と読み替えるものとする。 

 

（附帯保全の請求の方式） 

第四条 附帯保全の請求については、犯罪収益保全規則第四条の規定を準用する。この場

合において、同条第一項第三号及び第二項中「法第二十二条第二項」とあるのは、「不正競

争防止法第三十五条第二項」と読み替えるものとする。 

 

（追徴保全の請求の方式） 

第五条 追徴保全の請求については、犯罪収益保全規則第二十一条の規定を準用する。こ

の場合において、同条第一項第五号及び第二項中「法第四十二条第一項」とあるのは、「不

正競争防止法第三十六条第一項」と読み替えるものとする。 

 

附則 



この規則は、不正競争防止法の一部を改正する法律（平成二十七年法律第五十四号）の施

行の日から施行する。  

 

（施行の日＝平成二八年一月一日） 


